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はじめに

環境との調和に配慮した整備は、これまでも個々の農業農村整備事業

地区において行われてきたところであるが、土地改良法の改正により、

環境との調和への配慮が事業実施の原則として位置づけられたことか

ら、今後は、全ての事業地区において、事業の調査段階から環境との調

和に配慮する必要がある。

一方、環境への配慮は、事業の概略が定まる前のできる限り早期から

行うことが有効であることから、調査、計画の段階から環境配慮を行う

ことが必要である。環境との調和への配慮については、地域の状況に応

じて検討されるべきものであるが、環境との調和への配慮の観点での一

般的な調査、計画や設計の手順、内容について、先導的に国が一定の考

え方を示すことも、環境との調和への取り組みを促進するための有効な

手段と考えられる。

このため、本委員会では、平成１３年５月以来、国や地方公共団体等

で実際に農業農村整備事業に携わる者を対象に、環境に係る調査、計画

策定と設計に当たり、その内容が環境との調和に適切に配慮がなされて

いるものとなるよう 基本的な考え方や仕組み 留意事項等を示した 環、 、 「

境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き」の検

討を行なった。検討の結果として、調査、計画、設計にわたる基本的な

流れと考え方を「手引き」とし、また 「手引き」を活用しようとする、

者が、農村地域で一般的に見られる生物種の基礎的知識を得ることがで

きるよう、生物種の一覧とそれらの生態を「農村地域の生き物たち」と

してとりまとめた。さらに、これまで個別、任意に実施された環境との

調和に配慮した農業農村整備事業の事例について、環境との調和に配慮

した手法や対象とした生物分類ごとに区分するとともに、技術・工法の

選定の考え方を加え「環境との調和に配慮した対策事例」としてとりま

とめた。最後に、詳細な動植物調査の手法や「手引き」の詳細な内容に

「 」 。 、「 」 、ついては 参考資料 として別途とりまとめた なお 対策事例 は

各々の地域がその特性を踏まえ検討・採用したものであり、画一的に他

の地区に適用されるものでないことに留意する必要がある。

「手引き」とりまとめに当たり、本委員会は、４回の検討会と現地調

査を実施するとともに、平成１３年１１月には「手引き （案）をイン」

ターネット上の農林水産省ホームページに掲載し、広く国民の意見を聴

いたところである。
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第１章 総 論

１．１ 手引きの目的

環境との調和に配慮した整備は、これまでも個々の農業農村整備事業地区におい

て行われてきたところであるが、土地改良法の改正により、環境との調和への配慮

が事業実施の原則として位置づけられたことから、今後は、全ての事業地区におい

て、事業の調査段階から環境との調和に配慮する必要がある。

このため、国や地方公共団体等で実際に農業農村整備事業に携わる者を対象に、

環境に係る調査、計画策定と設計に当たり、その内容が環境との調和に適切に配慮

されるよう、基本的な考え方や仕組み、留意事項等を「手引き」として取りまとめ

たものである。

本「手引き」をもとに、地域自らが考え、地域の特性に応じた様々な創意工夫を

行い、環境との調和に配慮しつつ農業農村整備事業を全国で展開する。

【解説】

１．土地改良法第一条の改正（平成１４年４月１日施行）により 「事業の施行に当たっ、

ては、その事業は、環境との調和に配慮しつつ、国土資源の総合的な開発及び保全に資

するとともに国民経済の発展に適合するものでなければならない 法第１条第２項 原」（ 「

則 ）と定められた。」

土地改良事業をはじめとする農業農村整備事業においては、農業用施設を整備するこ

となどにより、当該事業に係る区域及び周囲の環境に対し一定の負荷を与える側面を有

している。

このため、今後は、土地改良法の目的である「農用地の改良、開発、保全及び集団化

に関する事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めて、農業生産の基盤の

整備及び開発を図り、もって農業の生産性の向上、農業総生産の増大、農業生産の選択

的拡大及び農業構造の改善に資すること」を達成しつつ、可能な限り農村の二次的自然

や景観等への負荷を回避し、低減するための措置を講ずることが必要である。また、こ

れまで失われた環境を回復し、更には良好な環境を創造するという視点も必要である。

このような段階的な目標を掲げ、地域の二次的自然の保全・回復を図りつつ、徐々に

地域の生物多様性や生態系を守ることとする。

２．環境との調和に配慮した整備は、一部の地区では従来から実施されてきたが、地区毎

の自然的・社会経済的・文化的な条件が異なること、これまでの整備については実施事

例の蓄積が十分でないこと等から、現時点では、環境との調和に配慮した整備とするた

めの調査計画並びに設計に関わる基本事項を、一般化した基準とするのではなく、地域

の特性に応じて弾力的に運用することを前提とした「手引き」として取りまとめること

とした。
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１．２ 取り扱う範囲

配慮すべき環境要素は多種多様にわたるが、ここにおいては、農業水利における

一般的な水の流れと、そこに生息する動物類の行動範囲等を考慮し 「用水路・排、

水路 「水田及び小水路 「ため池」に区分し、この範囲を対象とする。」、 」、

環境の要素には、大気、水、土壌等の環境の自然的構成要素や、動植物の個体や

それらが構成する生態系、さらに人と自然との豊かな触れ合いの場や景観等が含ま

れる。

【解説】

農業農村整備事業で対象とする環境の範囲は、自然環境（生物・生態系、地形・地質、

水質等 、生活環境、生産環境と大変幅広い。この手引きでは、今回の土地改良法改正に）

よってこれから本格的に取り組むこととなる自然環境を中心に扱うこととし、その他につ

いては自然環境との関わり合いで必要となった場合に随時触れる程度にとどめる。

なお、今後他の事項についても順次拡充に努めていく予定である。

［農村環境の概念図 ］

原生自然

（人間が全く関与しないことにより保

全される自然）

原生林、自然河川、自然海岸他

二次的自然

（人間が関与することにより保全され

る自然）

・里山

・河川 対象範囲

・用水路・排水路

・水田・ため池

・ダム小水路

・頭首工

・用排水機場

自 然 環 境

運用制度・ルール

景 観

自然環境

生産環境

生活環境



近年、このような、都市域と原生自然との中間に位置し、様々な人間の働きかけを通じて環境が形成されてきた集落を*1

とりまく二次林と、それらと混在する農地、ため池、草原等で構成される地域を「里地里山」と表現する場合がある。
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環境との調和への配慮の例］［

○ 自然的環境要素への配慮（事例）

・水路底に礫を敷いたり、ヨシ等浄化能力のある在来種を植えることによって、市

街地の生活雑排水の流入による水質の悪化を軽減

・排水路に放流されたしろかき期の濁水を直接揚水し、農業用水として循環再利用

○ 生態系への配慮（事例）

・排水路の一部区間を利用し、魚類が生息できる”深み”と”魚巣”をつくるとと

もに、魚が遡上しやすいように排水路の落差工に階段状の施設を設置

・コンクリート水路について底張りを行わず、現況の土水路のまま整備

・魚類や水生生物が生息しやすくなるよう、水路に杭を並べて設置し、流速を軽減

○ 人と自然との豊かな触れ合いの場の整備（事例）

・水量があまり多くなく危険でない区間等で、水路に降り水に直接触れることがで

きるような階段を設置

・水路沿いに、ベンチや水飲み場などがある遊歩道を設置

・水路の一部を拡幅水路にしたり、飛び石を設置するなどして、子供が水遊びでき

るような場を創出

○ 景観への配慮（事例）

・コンクリート張りの護岸を石積みにし、水路の両側に草木を植え、景観を向上

・開水路の柵渠を間伐材や擬木を用いて整備

・ダムの原石採取跡地を植生緑化

１．３ 農村の自然環境の特質

わが国の農村においては、水田等の農地のほか、二次林である雑木林、鎮守の森

・屋敷林、生け垣、用水路、ため池、畦や土手・堤といった、多様な環境が有機的

に連携し、多くの生物相が育まれ多様な生態系が形成されるとともに、農地や歳月

を経て周囲の環境と調和した農業水利施設等の良好な景観を形成してきた 。*1

わが国の農村の環境は、このような適切な維持管理の下に成り立った二次的自然

を基調とするものであり、その保全や回復を図るとともに、地域の生物多様性や生

態系の保全・確保を図ることが、国全体として良好な環境を維持・形成する上でも

重要である。

【解説】

１．自然は、営農などの人為的な撹乱や洪水などの自然災害による撹乱がなければ次第に

植生遷移が進み、長年の間には極相である原生林の状態となる。一方、農村地域の自然

は定期的な農耕活動等による撹乱が行われることによって、原生自然への遷移の途中段

階を保った自然であるという特徴を持っている。このような自然は、原生自然に対して

二次的自然と呼ばれることもある。
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また、農村地域には、人の働きかけによって作られた水田、ため池、用排水路、畦や

土手、里山、二次林である雑木林等の多様な環境が存在し、その上で農耕という人為的

な撹乱が行われている中で、それぞれの環境に適した生物が存在し、多様な生物相から

なる生態系が形成されている。

２．このような農村の自然環境は、農村地域で健全な農業生産活動とこれに関連する農業

用用排水路やため池等の農業用施設の維持管理、里山の保全管理等が継続的かつ適切に

実施されることによって守られるものである。耕作放棄された農地や適切な管理が行わ

れなくなった水路やため池等では徐々に植生遷移が進み、本来の農村の多様な生物種が

生息・生育する自然環境とは異なるものになっていく。

このため、農業農村整備事業を実施する際には、整備内容が自然環境と調和したもの

となるように十分に配慮することとするが、まず、地域において農業生産活動並びに農

業用施設等の適切な管理が持続的に行われ得るようにすることが前提となる。

１．４ 今回の対象範囲における生物の生息・生育環境

１．４．１ 水田を生息・生育環境とする多様な生物

水田は、淡水魚等の生息場所として重要な役割を果たしており、水田を中心とし

た小用排水路、幹線用排水路、河川等への水のネットワークや、耕起、田植えとい

った水田特有の営農を巧みに活用している多様な生物の生息・生育環境であること

に留意し、これらに対する影響について十分に配慮する必要がある。

【解説】

１．水田は、淡水魚等にとって①「適正な流速、水深、水温」を有する「産卵場」である

と同時に、②「プランクトンの発生」により稚魚の「餌場」としての役割を果たしてお

り、水田と水路の連続性の確保によりこの上ない育成環境、いわば「ゆりかご」を形成

している。

［産卵場としての水田 （例）］

①魚 類 ○水入れ直後に川・水路から水田に入り産卵

： メダカ、コイ、フナ、ドジョウ、ナマズ、タモロコ等

②両生類 ○湿田において田植え前（２月下旬～）に産卵

： アカガエル、サンショウウオ等

○田植え後の水田で産卵

： トノサマガエル、ダルマガエル、ヌマガエル等

③昆虫類 ○田植え前の水田で繁殖

：オオコオイムシ、シャープゲンゴロウモドキ等

○田植え後の水田にため池・水路等から移動し、産卵

：ミズカマキリ、タイコウチ、ゲンゴロウ、ガムシ等



２．農業水利施設等を“水の流れ”により「河川→幹・支線用水路→小用水路→水田→小

排水路→幹・支線排水路→河川」に分類し、そこに生息・生育する（一時的なものを含

む）生物の種類を見ると、水田を中心とした移動形態をとる種が多い。

※ここでは、幹・支線用水路、幹・支線排水路とは河川等と直接つながっている水路及びその

支線をいう。小水路とは水田と直接つながっている水路をいう。

［ 代 表 的 な 種 の 生 息 範 囲 ］

幹 ・ 支 幹 ・ 支
河川 河川施設種類 線 用 水 小用水路 水 田 小排水路 線 排 水
路 路

水の流れ

産卵行動 産卵行動

幼体の生息移動形態
成体としての活動 成体としての活動

（例）

魚 類

貝 類

昆虫類

甲殻類

爬虫類
・
両生類

鳥 類

「平成１２年度土地改良事業計画に関する生態系（農村地域の水辺の生き物）

調査報告書」農林水産省農村振興局土地改良企画課

「フィールド総合図鑑 川の生物」ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ編

「生きものたちの楽園－田畑の生物」守山弘著 をもとに作成

３．また、水生生物等は 「耕起 「田植え 「稲刈り 「落水」という撹乱を上手に活用、 」 」 」

する、又はその影響を回避する形での生活史を有しており、これらの撹乱は生物に影響

を与えることに留意しておく必要がある。

メダカ

ギンブナ､ドジョウ、ナマズ、コイ

マルタニシ

カワニナ

トンボ類､ミズスマシ､タガメ
ゲンゴロウ､ヘイケボタル

ホウネンエビ

シマヘビ､アマガエル
ツチガエル

サギ類､シギ類
チドリ類
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１．４．２ ため池を生息・生育環境とする動植物

ため池は、農業用水としての水利用により季節的に水位が大きく変動する水域で

あるが、そのような環境に適応した多くの動植物が生息・生育する特有の生態系を

形成している。また、維持管理作業によって、多様な生物相が維持されていること

も注目される。

このため、事業実施に当たっては、沿岸帯の形状や水質などため池自体の環境の

保全はもとより、水域に隣接する湿地や里山などの陸域との環境の連続性を確保す

ることに努め、また適切な維持管理についても十分に配慮する必要がある。

【解説】

１．ため池は「止水性」水域の一つであるが、湖沼と比べて水深が浅いことが水草の繁殖

に好条件となり、様々な環境の水域と陸域の連続性が多様な生物相に結びついている。

池をとりまく里山や林から岸辺へと続く傾斜地、沿岸帯、地表の構成物（石礫、砂、粘

土 、池の底、池の堤、水路、水田などの一連の環境と植生によって多くの生物の生活）

が確保されるので、水域と陸域の連続性が重要である。

－生きものたちと風景 浜島繁隆・土山ふみ・近藤繁生・益田芳樹 編著出典：ため池の自然

２．ため池の良好な水質・生物群・景観の維持は、人為によるため池の適正な維持管理の

。 、 、賜である 本来ため池は 湖沼と比べて水深が浅いため富栄養化しやすい水域であるが

年間を通じての水位管理、冬期の池干し等、人の手で管理されることで、良好な環境が

維持されている。

３．ため池は食物連鎖及び物質循環が成立している場でもある。ため池においても 「生、

産者：植物プランクトン→一次消費者：動物プランクトン・底生動物→二次消費者：魚

等（草食性）→三次消費者：魚等（肉食性 」の生態系ピラミッドが構築されている。）

また、バクテリア、菌類などの分解者、日射による光合成の作用により物質循環が成

立している。

傾斜地

里山等

水路
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１．４．３ 水田と水路、ため池の連続性の意義

水田（田面及び畦畔）と水路、ため池は水を通してつながっている。これらの人為

の施設のつながりが、多様な環境を形成し、水田周辺における豊かな生物相を醸成し

ている。特に産卵期には、多様な生物が水路、ため池から水田に移動してくる。

このため、水田で繁殖、生活する多様な生物にとって、水田と排水路の落差等によ

る遡上及び下降の阻害は生態保全上、致命的となる。また、水田とため池の組み合わ

せは多くの水生昆虫等の生息にとって望ましい。

【解説】

１．水田と水路の連続性は、水田で生活するメダカ、ドジョウ、水田で繁殖するナマズ、

カエル等を保全するには非常に重要である。

また、調整水田を活用し排水路との連続性に富んだ水田をつくることも有効と考えら

れる。

、 。※調整水田とは 水を張ることにより常に水稲の生産力が維持される状態に管理された水田のことを指す

２．水田とため池の連続性は、水田で繁殖するミズカマキリ、ガムシ、ゲンゴロウなどの

水生昆虫にとって、水田で幼虫時代を過ごし、成虫になった後、ため池に飛来し越冬す

ることから、非常に重要である。

また、ため池には水温を上げる役割があり、生息上の適温を形成している。

１．４．４ 農業用用排水路から水田の周辺に生息・生育する動植物（事例）

環境との調和に配慮した農業農村整備事業の展開のためには、農業用用排水路か

ら水田の周辺に生息・生育する動植物の生態を十分把握することが重要である。

多種多様な生物種の中で、まず一定の生物種を基本的な対象として、生活史、特

性等を把握することが重要である （別紙１「農村地域の生き物たち」参照）。

、 、 、その上で 地域の特性を踏まえて 生物種の生息・生育環境を確保する用排水路

、 。水田等での 環境との調和への配慮のあり方について検討を行うことが必要である

【解説】

配慮を行うべき自然環境要素は多種多様にわたるが、農業農村整備事業における環境と

の調和への配慮や生態系保全を考慮する場合、ここにおいては 「河川 → 幹・支線用水、

路 → ため池 → 小水路・水田 → 幹・支線排水路 → 河川」という水の動きから、そこ

に生息・生育する主な動植物に着目し、地域の特性を配慮しつつ検討を進める。

今後、より多くの生物種の生活史や特性について把握していくことが重要である。
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第１章 総 論

１．１ 手引きの目的

環境との調和に配慮した整備は、これまでも個々の農業農村整備事業地区におい

て行われてきたところであるが、土地改良法の改正により、環境との調和への配慮

が事業実施の原則として位置づけられたことから、今後は、全ての事業地区におい

て、事業の調査段階から環境との調和に配慮する必要がある。

このため、国や地方公共団体等で実際に農業農村整備事業に携わる者を対象に、

環境に係る調査、計画策定と設計に当たり、その内容が環境との調和に適切に配慮

されるよう、基本的な考え方や仕組み、留意事項等を「手引き」として取りまとめ

たものである。

本「手引き」をもとに、地域自らが考え、地域の特性に応じた様々な創意工夫を

行い、環境との調和に配慮しつつ農業農村整備事業を全国で展開する。

【解説】

１．土地改良法第一条の改正（平成１４年４月１日施行）により 「事業の施行に当たっ、

ては、その事業は、環境との調和に配慮しつつ、国土資源の総合的な開発及び保全に資

するとともに国民経済の発展に適合するものでなければならない 法第１条第２項 原」（ 「

則 ）と定められた。」

土地改良事業をはじめとする農業農村整備事業においては、農業用施設を整備するこ

となどにより、当該事業に係る区域及び周囲の環境に対し一定の負荷を与える側面を有

している。

このため、今後は、土地改良法の目的である「農用地の改良、開発、保全及び集団化

に関する事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めて、農業生産の基盤の

整備及び開発を図り、もって農業の生産性の向上、農業総生産の増大、農業生産の選択

的拡大及び農業構造の改善に資すること」を達成しつつ、可能な限り農村の二次的自然

や景観等への負荷を回避し、低減するための措置を講ずることが必要である。また、こ

れまで失われた環境を回復し、更には良好な環境を創造するという視点も必要である。

このような段階的な目標を掲げ、地域の二次的自然の保全・回復を図りつつ、徐々に

地域の生物多様性や生態系を守ることとする。

２．環境との調和に配慮した整備は、一部の地区では従来から実施されてきたが、地区毎

の自然的・社会経済的・文化的な条件が異なること、これまでの整備については実施事

例の蓄積が十分でないこと等から、現時点では、環境との調和に配慮した整備とするた

めの調査計画並びに設計に関わる基本事項を、一般化した基準とするのではなく、地域

の特性に応じて弾力的に運用することを前提とした「手引き」として取りまとめること

とした。
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１．２ 取り扱う範囲

配慮すべき環境要素は多種多様にわたるが、ここにおいては、農業水利における

一般的な水の流れと、そこに生息する動物類の行動範囲等を考慮し 「用水路・排、

水路 「水田及び小水路 「ため池」に区分し、この範囲を対象とする。」、 」、

環境の要素には、大気、水、土壌等の環境の自然的構成要素や、動植物の個体や

それらが構成する生態系、さらに人と自然との豊かな触れ合いの場や景観等が含ま

れる。

【解説】

農業農村整備事業で対象とする環境の範囲は、自然環境（生物・生態系、地形・地質、

水質等 、生活環境、生産環境と大変幅広い。この手引きでは、今回の土地改良法改正に）

よってこれから本格的に取り組むこととなる自然環境を中心に扱うこととし、その他につ

いては自然環境との関わり合いで必要となった場合に随時触れる程度にとどめる。

なお、今後他の事項についても順次拡充に努めていく予定である。

［農村環境の概念図 ］

原生自然

（人間が全く関与しないことにより保

全される自然）

原生林、自然河川、自然海岸他

二次的自然

（人間が関与することにより保全され

る自然）

・里山

・河川 対象範囲

・用水路・排水路

・水田・ため池

・ダム小水路

・頭首工

・用排水機場

自 然 環 境

運用制度・ルール

景 観

自然環境

生産環境

生活環境



近年、このような、都市域と原生自然との中間に位置し、様々な人間の働きかけを通じて環境が形成されてきた集落を*1

とりまく二次林と、それらと混在する農地、ため池、草原等で構成される地域を「里地里山」と表現する場合がある。

- 3 -

環境との調和への配慮の例］［

○ 自然的環境要素への配慮（事例）

・水路底に礫を敷いたり、ヨシ等浄化能力のある在来種を植えることによって、市

街地の生活雑排水の流入による水質の悪化を軽減

・排水路に放流されたしろかき期の濁水を直接揚水し、農業用水として循環再利用

○ 生態系への配慮（事例）

・排水路の一部区間を利用し、魚類が生息できる”深み”と”魚巣”をつくるとと

もに、魚が遡上しやすいように排水路の落差工に階段状の施設を設置

・コンクリート水路について底張りを行わず、現況の土水路のまま整備

・魚類や水生生物が生息しやすくなるよう、水路に杭を並べて設置し、流速を軽減

○ 人と自然との豊かな触れ合いの場の整備（事例）

・水量があまり多くなく危険でない区間等で、水路に降り水に直接触れることがで

きるような階段を設置

・水路沿いに、ベンチや水飲み場などがある遊歩道を設置

・水路の一部を拡幅水路にしたり、飛び石を設置するなどして、子供が水遊びでき

るような場を創出

○ 景観への配慮（事例）

・コンクリート張りの護岸を石積みにし、水路の両側に草木を植え、景観を向上

・開水路の柵渠を間伐材や擬木を用いて整備

・ダムの原石採取跡地を植生緑化

１．３ 農村の自然環境の特質

わが国の農村においては、水田等の農地のほか、二次林である雑木林、鎮守の森

・屋敷林、生け垣、用水路、ため池、畦や土手・堤といった、多様な環境が有機的

に連携し、多くの生物相が育まれ多様な生態系が形成されるとともに、農地や歳月

を経て周囲の環境と調和した農業水利施設等の良好な景観を形成してきた 。*1

わが国の農村の環境は、このような適切な維持管理の下に成り立った二次的自然

を基調とするものであり、その保全や回復を図るとともに、地域の生物多様性や生

態系の保全・確保を図ることが、国全体として良好な環境を維持・形成する上でも

重要である。

【解説】

１．自然は、営農などの人為的な撹乱や洪水などの自然災害による撹乱がなければ次第に

植生遷移が進み、長年の間には極相である原生林の状態となる。一方、農村地域の自然

は定期的な農耕活動等による撹乱が行われることによって、原生自然への遷移の途中段

階を保った自然であるという特徴を持っている。このような自然は、原生自然に対して

二次的自然と呼ばれることもある。
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また、農村地域には、人の働きかけによって作られた水田、ため池、用排水路、畦や

土手、里山、二次林である雑木林等の多様な環境が存在し、その上で農耕という人為的

な撹乱が行われている中で、それぞれの環境に適した生物が存在し、多様な生物相から

なる生態系が形成されている。

２．このような農村の自然環境は、農村地域で健全な農業生産活動とこれに関連する農業

用用排水路やため池等の農業用施設の維持管理、里山の保全管理等が継続的かつ適切に

実施されることによって守られるものである。耕作放棄された農地や適切な管理が行わ

れなくなった水路やため池等では徐々に植生遷移が進み、本来の農村の多様な生物種が

生息・生育する自然環境とは異なるものになっていく。

このため、農業農村整備事業を実施する際には、整備内容が自然環境と調和したもの

となるように十分に配慮することとするが、まず、地域において農業生産活動並びに農

業用施設等の適切な管理が持続的に行われ得るようにすることが前提となる。

１．４ 今回の対象範囲における生物の生息・生育環境

１．４．１ 水田を生息・生育環境とする多様な生物

水田は、淡水魚等の生息場所として重要な役割を果たしており、水田を中心とし

た小用排水路、幹線用排水路、河川等への水のネットワークや、耕起、田植えとい

った水田特有の営農を巧みに活用している多様な生物の生息・生育環境であること

に留意し、これらに対する影響について十分に配慮する必要がある。

【解説】

１．水田は、淡水魚等にとって①「適正な流速、水深、水温」を有する「産卵場」である

と同時に、②「プランクトンの発生」により稚魚の「餌場」としての役割を果たしてお

り、水田と水路の連続性の確保によりこの上ない育成環境、いわば「ゆりかご」を形成

している。

［産卵場としての水田 （例）］

①魚 類 ○水入れ直後に川・水路から水田に入り産卵

： メダカ、コイ、フナ、ドジョウ、ナマズ、タモロコ等

②両生類 ○湿田において田植え前（２月下旬～）に産卵

： アカガエル、サンショウウオ等

○田植え後の水田で産卵

： トノサマガエル、ダルマガエル、ヌマガエル等

③昆虫類 ○田植え前の水田で繁殖

：オオコオイムシ、シャープゲンゴロウモドキ等

○田植え後の水田にため池・水路等から移動し、産卵

：ミズカマキリ、タイコウチ、ゲンゴロウ、ガムシ等



２．農業水利施設等を“水の流れ”により「河川→幹・支線用水路→小用水路→水田→小

排水路→幹・支線排水路→河川」に分類し、そこに生息・生育する（一時的なものを含

む）生物の種類を見ると、水田を中心とした移動形態をとる種が多い。

※ここでは、幹・支線用水路、幹・支線排水路とは河川等と直接つながっている水路及びその

支線をいう。小水路とは水田と直接つながっている水路をいう。

［ 代 表 的 な 種 の 生 息 範 囲 ］

幹 ・ 支 幹 ・ 支
河川 河川施設種類 線 用 水 小用水路 水 田 小排水路 線 排 水
路 路

水の流れ

産卵行動 産卵行動

幼体の生息移動形態
成体としての活動 成体としての活動

（例）

魚 類

貝 類

昆虫類

甲殻類

爬虫類
・
両生類

鳥 類

「平成１２年度土地改良事業計画に関する生態系（農村地域の水辺の生き物）

調査報告書」農林水産省農村振興局土地改良企画課

「フィールド総合図鑑 川の生物」ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ編

「生きものたちの楽園－田畑の生物」守山弘著 をもとに作成

３．また、水生生物等は 「耕起 「田植え 「稲刈り 「落水」という撹乱を上手に活用、 」 」 」

する、又はその影響を回避する形での生活史を有しており、これらの撹乱は生物に影響

を与えることに留意しておく必要がある。

メダカ

ギンブナ､ドジョウ、ナマズ、コイ

マルタニシ

カワニナ

トンボ類､ミズスマシ､タガメ
ゲンゴロウ､ヘイケボタル

ホウネンエビ

シマヘビ､アマガエル
ツチガエル

サギ類､シギ類
チドリ類
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１．４．２ ため池を生息・生育環境とする動植物

ため池は、農業用水としての水利用により季節的に水位が大きく変動する水域で

あるが、そのような環境に適応した多くの動植物が生息・生育する特有の生態系を

形成している。また、維持管理作業によって、多様な生物相が維持されていること

も注目される。

このため、事業実施に当たっては、沿岸帯の形状や水質などため池自体の環境の

保全はもとより、水域に隣接する湿地や里山などの陸域との環境の連続性を確保す

ることに努め、また適切な維持管理についても十分に配慮する必要がある。

【解説】

１．ため池は「止水性」水域の一つであるが、湖沼と比べて水深が浅いことが水草の繁殖

に好条件となり、様々な環境の水域と陸域の連続性が多様な生物相に結びついている。

池をとりまく里山や林から岸辺へと続く傾斜地、沿岸帯、地表の構成物（石礫、砂、粘

土 、池の底、池の堤、水路、水田などの一連の環境と植生によって多くの生物の生活）

が確保されるので、水域と陸域の連続性が重要である。

－生きものたちと風景 浜島繁隆・土山ふみ・近藤繁生・益田芳樹 編著出典：ため池の自然

２．ため池の良好な水質・生物群・景観の維持は、人為によるため池の適正な維持管理の

。 、 、賜である 本来ため池は 湖沼と比べて水深が浅いため富栄養化しやすい水域であるが

年間を通じての水位管理、冬期の池干し等、人の手で管理されることで、良好な環境が

維持されている。

３．ため池は食物連鎖及び物質循環が成立している場でもある。ため池においても 「生、

産者：植物プランクトン→一次消費者：動物プランクトン・底生動物→二次消費者：魚

等（草食性）→三次消費者：魚等（肉食性 」の生態系ピラミッドが構築されている。）

また、バクテリア、菌類などの分解者、日射による光合成の作用により物質循環が成

立している。

傾斜地

里山等

水路
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１．４．３ 水田と水路、ため池の連続性の意義

水田（田面及び畦畔）と水路、ため池は水を通してつながっている。これらの人為

の施設のつながりが、多様な環境を形成し、水田周辺における豊かな生物相を醸成し

ている。特に産卵期には、多様な生物が水路、ため池から水田に移動してくる。

このため、水田で繁殖、生活する多様な生物にとって、水田と排水路の落差等によ

る遡上及び下降の阻害は生態保全上、致命的となる。また、水田とため池の組み合わ

せは多くの水生昆虫等の生息にとって望ましい。

【解説】

１．水田と水路の連続性は、水田で生活するメダカ、ドジョウ、水田で繁殖するナマズ、

カエル等を保全するには非常に重要である。

また、調整水田を活用し排水路との連続性に富んだ水田をつくることも有効と考えら

れる。

、 。※調整水田とは 水を張ることにより常に水稲の生産力が維持される状態に管理された水田のことを指す

２．水田とため池の連続性は、水田で繁殖するミズカマキリ、ガムシ、ゲンゴロウなどの

水生昆虫にとって、水田で幼虫時代を過ごし、成虫になった後、ため池に飛来し越冬す

ることから、非常に重要である。

また、ため池には水温を上げる役割があり、生息上の適温を形成している。

１．４．４ 農業用用排水路から水田の周辺に生息・生育する動植物（事例）

環境との調和に配慮した農業農村整備事業の展開のためには、農業用用排水路か

ら水田の周辺に生息・生育する動植物の生態を十分把握することが重要である。

多種多様な生物種の中で、まず一定の生物種を基本的な対象として、生活史、特

性等を把握することが重要である （別紙１「農村地域の生き物たち」参照）。

、 、 、その上で 地域の特性を踏まえて 生物種の生息・生育環境を確保する用排水路

、 。水田等での 環境との調和への配慮のあり方について検討を行うことが必要である

【解説】

配慮を行うべき自然環境要素は多種多様にわたるが、農業農村整備事業における環境と

の調和への配慮や生態系保全を考慮する場合、ここにおいては 「河川 → 幹・支線用水、

路 → ため池 → 小水路・水田 → 幹・支線排水路 → 河川」という水の動きから、そこ

に生息・生育する主な動植物に着目し、地域の特性を配慮しつつ検討を進める。

今後、より多くの生物種の生活史や特性について把握していくことが重要である。
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第２章 環境配慮のための調査計画の仕組み

２．１ 新たに整備する基本的な仕組みの概要

環境との調和に配慮した事業計画策定に係る所要の調査、計画、地域合意形成を

円滑かつ効率的に実施するため、従来の調査計画に係る手順のほかに、

① 地域の環境整備についての基本となる田園環境整備マスタープラン

② 環境に係る情報協議会

③ 環境相談員

といった仕組みを活用する。

【解説】

１．土地改良法の改正により、今後の事業の実施に際しては環境との調和への配慮を行う

ことが原則と位置付けられた。土地改良法改正の趣旨を踏まえ、平成１４年度以降、原

則として農業農村整備事業の新規採択地区は、田園環境整備マスタープランに基づき、

食料の安定供給等と併せて自然と共生する田園環境の創造に貢献する事業内容に転換す

ることとしている。

２．環境との調和への配慮については、受益農家だけでなく一般の住民からも広く関心が

寄せられると想定される。また、農業生産性の向上と環境配慮とは相反する側面も有し

ていることから、環境との調和のためには農業側と環境配慮側との調整を的確に行い、

地域としての合意形成を図ることが不可欠となる。

したがって、①環境調査の方法や配慮対策の基本的な内容等について客観的な立場か

、 、 、 、ら指導・助言を得るため 環境に係る情報協議会を設置し ②事前調査時 事業実施中

完了後の各段階において、環境に係る情報協議会で意見交換を行いながら環境との調和

の調査、検討を行っていくことも重要である。また、③環境に係る情報協議会での検討

経過及び結果については、原則として随時公表するとともに、現況環境の調査結果や事

業で実施する環境への配慮対策についての基本方針等を取りまとめ、公表することも重

要である。

３．さらに、地域の特性を十分に把握し環境に係る知識が豊富な人材から、当該地域で農

業農村整備事業が実施される際その調査計画段階において、環境に関する指導・助言を

得ることによって、環境との調和に配慮した調査、計画策定、事業実施を円滑に行うこ

ととする。
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２．２ 田園環境整備マスタープラン

中長期的な地域環境のあり方や事業に際しての環境配慮の基本方針等を取りまと

めた田園環境整備マスタープラン（以下 「マスタープラン」という ）が、事業に、 。

先立ち、各市町村毎に策定されることから、事業計画策定のための環境調査及び環

境配慮対策の検討の際には、これを踏まえて効率的な実施を図る。

【解説】

１．土地改良法の改正により、今後の事業の実施に際しては、環境との調和への配慮を行

うことが原則となったが、適切な環境配慮対策を実施するには中長期的な展望を持ちつ

つ地域的な広がりの中での整合性を確保した対応が必要である。このため、平成１４年

度以降は、それぞれの地域の環境特性等を踏まえて、環境との調和への配慮に係る基本

的な方針をまとめたマスタープランを策定することが事業実施の前提条件となる（参考

資料 ～ 「田園環境整備マスタープラン」参照 。p1 2 ）

マスタープランは、事業採択に先だって策定されるものであり、地域の環境概況、現

状と課題、将来的な地域環境のあり方、事業による整備に当たっての環境配慮のあり方

等の基本事項を取りまとめるとともに、環境創造区域（自然と共生する環境を創造する

区域）及び環境配慮区域（環境への影響緩和等について配慮した工事を実施する区域）

を設定したものである。

また、マスタープランの作成に当たっては、他府省等が作成した他の基本計画も参考

にすることが重要である。

２．マスタープランの策定に際しては、地域環境概況の把握整理、現況の土地改良施設が

環境に対して果たしている役割や調和の状況の評価、課題の抽出、アンケートや座談会

等による地域住民意向の集約、有識者の意見集約等が行われていることから、事業計画

策定に向けた環境調査や環境配慮対策の検討を効率的に行うためには、これらを十分踏

まえて実施することが重要となる。

２．また、農村地域の環境配慮に関する基本計画には、他に農村環境計画などがあり、マ

スタープラン同様、十分踏まえて事業実施することが重要である。

田園環境整備マスタープラン（例）
農道の法面緑化と
小動物の移動経路の確保

貴重な植物が生息する
湧水池保全

棚田の保全

生態系に配慮した護岸
「メダカの泳ぐ水路」

石積み水路によるうるおい
のある居住環境の創出

集落排水処理施設整備と
資源リサイクル施設整備 環境創造区域：

既存の緑（山間部・河川堤防）

環境配慮区域：

山間部との境界線、河川や水路沿い、農
村集落周辺等、事業を実施する際に環境
の創造を積極的に図る区域

環境創造区域以外の区域

田園環境整備マス
タープラン対象地域
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２．３ 環境に係る情報協議会

、自然との共生の持続性が将来にわたって確保された事業計画を策定するとともに

客観性と透明性を確保しつつ事業の円滑な推進と地域の合意形成に資するよう、学

識経験者及び地域住民の代表等からなる情報協議会を設置し、環境調査に関する意

見交換を行うことが有効である。

また、環境への配慮が確保されるようにするため、事前調査時だけではなく、事

業実施中、完了後の諸段階においても、情報協議会で意見交換を行いながら環境と

の調和への配慮に係る調査、検討を行っていくことも必要である。

【解説】

１．環境は地域によって多様であり、またその捉え方も異なる。このため、地域の実情に

即しつつ、環境との調和への適切な配慮について的確に検討を行うためには、有識者や

地域住民等の意見を十分に踏まえることが重要となる。さらに、調査方法や環境配慮対

策の検討等の過程を客観性・透明性の高いものとするため、学識経験者や地域住民の代

表、農業関係者等によって構成される環境に係る情報協議会を設置する。また、環境に

係る情報協議会に、県、市町村等の行政関係者、土地改良区の代表、事業の受益者代表

等の関係者も参画することにより、環境との調和への配慮の具体的な内容について円滑

に地域の合意形成が進むようにすることが重要である。

２．事業実施主体は、事業計画の策定に際して、環境との調和に配慮した調査・計画に関

し、調査方針の決定から調査報告書の取りまとめに至るまでの一連の内容について環境

に係る情報協議会における意見交換を行う。

３．環境に係る情報協議会における配布資料や議事録等は、透明性確保の観点から、公開

を原則とすることが望ましい。ただし、希少野生生物種の生息地情報等、公にすること

により、環境保全に支障を及ぼすおそれがある情報については非公開とする。
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２．４ 環境相談員

技術士、大学・高校・小中学校の教員、博物館学芸員、環境ＮＧＯのメンバーな

どから、各種事業の実施に際し、環境との調和に配慮した調査や事業計画策定に対

して、助言等を得ることのできるシステムを構築し活用することが有効な手段と考

えられる。

【解説】

１．環境に係る様々な分野の専門知識を有する者が、地域で農業農村整備事業が実施され

る際、必要に応じて実施主体の相談にのったり、実施主体とともに現地調査・研究を行

い、環境配慮に関する指導・助言を行うことは、環境との調和に配慮した事業計画の円

滑な策定に資するものである。

． 、２ 環境に関する専門家の中から環境相談員として登録された人材を活用することにより

効率的に事業計画を策定することが可能であると考えられる。

のイメージ］［環境相談員

淡水魚類 昆虫類 水生植物 景観

専門家 専門家 専門家 専門家 等

環境相談員（人材銀行）

（地域の特性を理解し、環境知識に秀でた人材）

技術士、学校の教員、博物館学芸員、環境ＮＧＯ等

相談・派遣 相談・派遣 相談・派遣

事業実施予定地区 事業実施予定地区 事業実施予定地区



調査の流れ 支援体制

環境情報提供システム
（p9) （環境データベース）

　

　
　

　 　
個別地区の調査 概査・調査方針の決定（p13～15）

　　・項目
　　・調査方針（時期、範囲等）
　　・予測方法
　　・評価方法

必要なし 現地調査等の精査の
　○身近な生物で地域の 必要性判断
     代表的な種が普通見られる
　○簡易な工事や単純更 必要あり
  　 新事業等で環境への ○貴重な種及び重要な環境が存在
　   影響がほとんど想定されない

現地調査

計画 小 環境要素の
重要度の判定

　　　　　大

環境配慮措置の検討（p18, 31～33）

　

指導・助言

　　　　　再検討 調査報告書
（案）の検討（p26）

調査報告書

事業計画書作成
：新たな仕組み

　

③（環境相談員）
環境に関する専門家

地域住民・

環境との調和に配慮した調査フロー

-12-

地
域
住
民
・
有
識
者
の
意
見
（
必
要
に
応
じ
て
地
元
の
協
議
会
等
を
設
置
　
　
）

管　　理　　計　　画

工事計画の比較検討等

ミティゲーションの考え方等検討

事　業　構　想

①田園環境整備マスタープラン作成

基礎データ、地理情報による検討
　

環境創造、環境配慮区域の設定
市町村の環境創造に係る構想樹立

動植物の生態に

環境に関する専門家

有識者の意見聴取

簡便な補足調査

関する基礎資料

動植物の生息・生育

個別の事業計画に

に関する地理情報

係る地理情報

②環境に係る
情報協議会との
意見交換

③（環境相談員）

p30
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第３章 調査

３．１ 調査の必要性

事業の実施区域及び周辺の環境に対する影響をできる限り軽減する対策のあり方

を検討するため、所要の調査を実施することが必要である。

整備が予定される施設、現在の農業活動や地域住民の生活が、自然生態系等の環

境にとってどのような機能を果たし、どのような影響を与えているかという視点を

持つべきである。

その際、生物の生活史や生物の移動を考慮した空間の広がり、施設や営農の変化

による生物への撹乱、時間の経過による生態系の変化など多様な要素があることを

念頭におく必要がある。

【解説】

１．事業の実施に伴い、事業実施区域及び周辺の立地条件や自然環境の特性に応じて、環

境に対する影響をできる限り軽減し、積極的に生態系の保全や環境条件の改善を行うこ

とを目的として、配慮すべき環境の内容、対象地域等を決定し、環境との調和に配慮し

た適切な対策等の検討を行うことが重要である。そのため、従来から実施している調査

項目に加えて、事業対象地域及びその周辺の環境条件や生物の生息・生育状況、生態系

の特徴、農業生産等の地域活動との関わり、親水・景観機能の状況等について把握して

おく必要がある。

２．調査を実施するに当たっては、地域の環境との調和への配慮についての基本方針を取

りまとめたマスタープランを踏まえつつ、所要の項目について効率的に実施する必要が

ある。

３．２ 概査（予備調査）

効率的な調査を実施するため、マスタープランの内容を踏まえるとともに、調査

、 、方針を決定するに先立ち あらかじめ地域の有識者や高齢者などに聞き取りを行い

地域の特性を把握した上で、既存文献等によって地域の自然環境の状況を把握する

とともに、環境関係法令に関する項目等について収集・整理する。

また、必要に応じて踏査等を行う。

【解説】

１．概査の実施に当たっては、地域環境の現況や環境配慮の基本方針については、マスタ

ープランにまとめられているため、これを参考とする。また、農村地域の環境は、農業

生産活動や地域の生活との関わりが深いことから、地域の有識者や高齢者等からの聞き

取り調査による情報収集は特に有効である。
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［聞き取り調査の対象者の例］

・地元農家、農業用施設等の管理者

・地元大学の教員、博物館の学芸員等の有識者

・自然観察指導員、ビオトープ管理士、野鳥の会等の自然保護関

係者

・理科等の教員、子供会等の教育関係者

・高齢者等の地域生活に詳しい者 他

p3 4 p5２ 文献資料については 別添参考資料 ～ 既往文献等による動植物の状況調査． 、 「 」、

「既往資料等による地形・地質・水質の状況調査」に一覧で掲げたようなものがあげら

れる。

県域や郡域といった広域的な資料については、農林水産省や環境省あるいは都道府県

の農林水産部や環境部といった公共機関が統一的に整理している場合が多い。

局地的な資料については、地域の研究者や自然観察グループが地方同好会誌等に公表

したものがある場合が想定されるため、これらの協力を得ながら効率的な収集を行う。

自然環境に係る資料の中には、原生自然を主たる対象とし、農村の二次的自然につい

、 、ての記載が少ないものがあるため 資料中の対象生物等の数や資料自体が少ないことが

すなわち当該地域の動植物が少ないとは限らないことに留意する必要がある。

同様に、集落近くの目撃のみが資料化されていて、集落から離れると当該生物の数も

、 。少なくなっていることもあるので 情報の収集方法にも留意しておくことも重要である

その他の対象地域、当該対象に関わる規制の３．環境保全に係る法令等による地域指定及び

としては、別添参考資料 「環境の保全を目的として法令等により指定された地内容等 p6

域等」に一覧で掲げたようなものがあげられる。

４．必要に応じ概査における現地踏査を行い、対象事業実施区域及びその周囲の自然的・

社会的状況に関して、主要な生息・生育環境について把握する。



- 15 -

３．３ 調査方針の決定

３．３．１ 調査方針の重要性

より良い環境配慮の的確な検討のために必要な調査を、地域や事業の特性に応じ

て効率的に行うため、概査で収集した情報を整理し、環境に係る専門家の指導・助

言や土地改良施設の診断・評価等を踏まえて、調査方針を決定する。

調査方針は、効率的な調査を実施する上で必要となるだけでなく、事業による環

境への影響の評価や環境配慮対策の検討を進める上での基本的な視点を決める重要

なものであるため、十分な検討を行い策定する必要がある。

またその際、必要に応じ、環境に係る情報協議会と意見交換を行う。

【 】解説

１．現況の環境状況や地域が目指す将来の環境の姿は地域によって異なり、また、事業内

容によって環境への影響も異なることから、効率的かつ効果的な調査を実施するために

は、地域や事業の特性に応じて調査項目の重点化を図った上、調査を実施することが重

要である。このため、概査で収集した情報を整理し、環境に係る専門家の指導・助言や

土地改良施設の診断・評価等を踏まえて、調査方針を決定する。

また 調査方針の決定は 環境影響評価法に基づくアセスメントでのスコーピング 環、 、 （

境影響評価項目・手法の選定）に相当する段階であり、調査を踏まえて行う環境への影

響の評価や環境配慮対策の検討等一連の検討作業の基本方向を定めるものであるため、

極めて重要なものである。

２．調査方針で決定すべき内容は、当該地域において配慮対策の実施を想定しつつ注目す

る生物対象種や生態系及びこれに関わる親水機能や景観、保全対象種や生態系に関わる

、 （ 、 、環境要素 保全対象種の生息・生育状況や生態系の調査方法 調査範囲 採用する手法

頻度、場所等 、事業による環境への影響を評価する手法（評価項目、評価方法等 、） ）

スケジュール等である。

３．地域全体の話し合い・合意形成により、地域の目指す望ましい環境が決定される。

、 、 、農業農村整備事業を実施するに当たり 地域の住民自らが 個々の地域特性を踏まえ

地域の環境の現状と、将来の地域の望ましい環境のあり方を検討し、自然と共生する

田園環境をどのように創造していくかについての構想を明らかにしておくことが望ま

しい。
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３．３．２ 調査方針の策定方法

調査方針は、マスタープランで目指している地域環境の姿並びに農業農村整備事

業での環境配慮の取り組み方針を基本としつつ、概査で把握した地域環境に係るデ

ータ及び環境に関する専門家の指導・助言を踏まえ、必要に応じ環境に係る情報協

議会での意見交換を行い、方針案を策定する必要がある。

調査の実施に先立ち、事業が環境に与えると考えられる影響を想定し、配慮すべ

き環境や環境配慮上の課題とその効果などの見通しを整理しておくことにより、適

切な調査方法を選択できる。

【解説】

１．地域関係者の目指す将来の地域環境の姿や事業における環境配慮の取り組み方針、

環境創造区域や環境配慮区域等の大まかなゾーニング計画等は、事業採択に先立って

策定されるマスタープランまたは農村環境計画で明らかにされている。このマスター

プランの内容を基本とするものの、概査の結果や環境に関する専門家の指導・助言等

から必要と判断される場合には、適宜、配慮すべき地域環境要素や範囲の追加や修正

を行うものとする。

［調査方針の作成イメージ］

田園環境整備マスタープラン

又は農村環境計画 地域住民の意見聞き 文献 現地

○地域環境のあるべき姿取り 調査 踏査

○事業での環境配慮の取り組み方針

農 家

概 査 環境配慮対象と配慮対策の想定

一般住民

環境に関する専門

（ ） （ ）家の指導・助言 調査方針 案 の作成 事業実施主体

環境に係る情報協議会での意見交換

学識経験者

地域住民代表

農業関係者（土地改良区）

行政関係者 公

事業の受益者代表 等 開

調査方針の決定

地域条件に応じた効率的な調査の実施

 

 

 

 

 

 

  

充実修正

合意形成
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２．調査方針は、今後の環境調査及び影響評価や配慮対策検討の基本となる重要なもの

であるため、その決定に当たっては、内容並びに決定経過について客観性、透明性の

高いものとすることが重要である。このため、調査方針案の策定過程で環境に係る専

門家等の指導・助言を受けるだけでなく、必要に応じ環境に係る情報協議会において

案についての意見交換を行い、そこでの意見を十分踏まえて最終的に決定する必要が

ある。

３．調査に際しては、地域の定めた望ましい環境はどのようなものかを把握し、それを実

現するためにはどのような要素を把握する必要があるかを十分明らかにした上で、地域

住民の意向を踏まえ、調査項目を決定し調査を実施する必要がある。

調査項目を決定する際には、環境との調和への配慮に対して各々異なった利害のある

事業関係者（受益者、首長、土地改良区、農業者、一般住民）等の意向を把握し、反映

させることも必要である。

また、地域の目指す望ましい環境を実現するためには、様々な調査項目のうち、どの

要素が特に大切であるかを明らかにした上で、その要素に対しては重点的に調査を実施

する必要がある。

［ 環境との調和への配慮」を目指した調査］「

構 想 地域住民等の意向

・地域で考える望ましい環境とはどのよう

なものか 望ましい環境は何かについて意向反映 ・

の地域の合意形成

・事業の実施により、各々異な

った利害が生じる関係者の意調 査

・地域の構想を実現するためには 「何が 向を構想段階・調査段階で把、

既知で、何が未知で、何が重要か」を十 握しておく

分把握した上で調査を実施 ・受益者（生産性向上の便益を

・地域の定めた望ましい環境は、今どのよ 享受し、事業の費用負担を行

うな現状にあり、どのような状況にある う者）

かを把握し、判断 ・首長（地域行政の代表者）

・農業農村整備事業を実施することによ ・土地改良区（水管理や施設維

り、地域の目指す望ましい環境を実現す 持管理を行う者）意向反映

るためには、どのような要素があるかを ・農業者

把握 ・一般住民（望ましい環境の便

・地域の定めた望ましい環境を実現するた 益を享受する者）

めには、種々の要素から様々な調査項目

のうち特に何が重要であるかを判断

維持管理の方針事業の実施（計画・設計・施工）

について検討

望ましい地域環境の実現と

適正な維持管理
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４．地域住民の意見・意向を、集落座談会やアンケート調査により把握することも重要

である。

５．地域の定めた望ましい環境を実現しようとした場合に、その環境の現状を踏まえ、ど

p21のような環境配慮措置を行えば良いかを想定しつつ 調査項目を選定する 参考資料、 （

「米国国家環境政策法（ＮＥＰＡ）における環境配慮の考え方 、別紙２ ～ 「ミテ」 p1 3

ィゲーションの区分からみた環境配慮対策」参照 。）

６．新たに環境そのものを回復・創造する場合と、環境に与える影響を配慮する場合に分

け、必要な調査を行うことも考えられる。

「環境との調和への配慮」を目指した調査と環境配慮の方法

事業において実際に行う環境配慮手法(例)調査項目

ミティゲーション（環境配慮）５原則=

○自然環境 現在の環境の回復・創造

環境そのものを修復、再生または回復・気象、地形、地質 調査を行い 【、 修正】

すること・水環境（水量、水質、 環境配慮手

流速、水源等） →落差工等により生息空間のネットワークが分法を検討

・生態系（動植物）等 断されている状況を魚道の設置により修正する。

○生活環境 現在の環境の保全

行為の全体または一部を実行しないこ・地域指定（公園、条例 【回避】

と指定地域等）

・地域指標（人口、産業 →湧水など環境条件がよく、繁殖も行われて

指標等） いる生態系拠点は現況のまま保全

・歴史、文化財等

行為の実施の程度または規模を制限【最小化】

すること○生産環境

・営農状況（作付け、農 →水辺の生物の生息が可能な自然石及び自然

薬の使用実態等） 木を利用した護岸とし、影響を最小化

・維持管理（施設の維持

行為期間、環境を保護管理の実態） 【影響の軽減／消失】

及び維持管理すること・水管理（夏季、冬季の 地域の意向

水の使い方等）等 →環境確保が困難な場合、一時的に生物を捕によりあら

獲・移動し、影響を軽減かじめ環境

○法令、条例等 配慮措置を

代償の資源または環境を置換また提供（法的に保全すべきかど 想定しつつ 【代償】

することうか、地域住民が貴重と 調査項目を

思う種かを判定） →多様な生物が生息する湿地等を工事区域外選定する。

に設置し、同じ環境を確保
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３．３．３ 調査方針を取りまとめる上の留意事項

調査方針は、環境に関する専門家の助言等を踏まえ、必要に応じ環境に係る情報

協議会での意見交換を行い、地域住民の合意形成を基本として決定されるが、同時

に、その内容は、地域環境に関わる法令での規制事項を遵守するとともに環境の特

性を踏まえた適切な調査を実施するものとなっている必要がある。

【 】解説

調査方針は、地域関係者の意向を踏まえるだけでなく、環境に係る専門家の指導・助

言を得るとともに環境に係る情報協議会での客観的な検討を行うことから、地域の特質

を踏まえた適切な環境調査が実施される内容となると考えられる。

なお、最終的な取りまとめに際しては次のような視点が重要となる。

①農業生産性の向上と環境との調和への配慮を図る観点から、調査項目の重点化を図っ

た効率的な調査が実施できる内容となるように留意する。また、地域の営農条件や地

域生活の実情等を踏まえるとともに、当該地区の周辺地域での環境状況等も勘案し、

当該地区での調査内容が過重なものとならないように注意する必要がある。

②環境配慮を想定した調査内容としては、概ね次のような目安が想定される。

ア．自然環境保全法等の法令で定められている事項を適切に遵守する上で必要な項目

については必ず調査を実施する必要がある。

イ．既存の文献資料等から、当該地域において貴重と思われる生物種については、原

則として、一定の配慮対策の取り組みを想定しつつ、その可能性や手法、範囲等に

。 、ついて適切な検討を行い得るような調査を実施する それ以外の生物種であっても

地域の農耕や生活に関わる文化との関係が深く地域に馴染まれているものや独自の

生態系を構成しているもの等については、地域住民の意向を踏まえて可能な範囲で

調査を実施することが望ましい。
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［調査項目の取りまとめ］

○想定される影響の整理 ○調査項目の決定

・主要な環境要素 ・地域の合意形成 １ 生物生息・生育状況

・環境に関する専門家の指 ( ) 対象種地形、地質、土壌、植生等 1

水路、ため池、水田、 （ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀ、典型等）導・助言

・情報協議会での意見交換 ( ) 生息・生育場所道路、施設等 2

営農状況、土地利用状況等 （地区内排水路等）

・事業による環境要素への ( ) 範囲・分布3

（生息・生育する水路区影響

地形の改変、乾田化 間等）○環境配慮上の課題の想定

・水路位置や ( ) 時期、頻度水路形態、流量、 4

かんがい期間、水路系統 （かんがい期等）護岸の変更

による生息 ２ 生息・生育環境調査道路幅員、交通量、振動、

（ ）騒音、移動障害物 ・生育場所 現況

の減少 ( ) 水路構造土地利用形態、営農作物、 1

・水路網の再 （二面張り水路等）営農期間 等

・改変、影響される環境の 編による流 ( ) 水質( ､ 等)2 COD pH

範囲 量減少、水 ( ) 植生3

質変化 ( ) ネットワーク構造工事区域、工事区域の上下 4

・移動障害物 （障害物位置等）流、隣接雑木林 等

の新設によ ３ 住民意向調査

・改変、影響される環境の る移動経路 ( ) 農家1

時期 の遮断 （土地改良区を含む）

・隣接植生の ( ) 地域住民工事期間、供用開始時期、 2

変化 等 （子供を含む住民等）通水期間 等

( ) 環境ＮＧＯ等3

・環境要素の変化により影 ( ) 行政4

（ 、 ）響を被る動植物 事業主体 市町村等

幹線水路の魚類、水田のカ

・土地改良施設の診断評価 ４ 維持管理の状況エル、ため池のトンボ、周

辺湿地への飛来鳥類、周辺 （特に生態系保全との・法、条例指定等

渓流のサンショウウオ、た 関わりの視点から）・関係資料等

５ その他め池流入口周辺の水生植物

等
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３．４ 精査

３．４．１ 調査の実施

現地調査は、マスタープランを基本に、聞き取り調査や文献調査等によるデータ

・情報を参考としつつ、環境に関する専門家の指導・助言や環境に係る情報協議会

における意見交換、環境相談員の指導・助言を踏まえて、地域の定めた重要な環境要

素に重点を置いて実施する。

、 、 、 、水質 大気質 土壌等の基盤的要素のうち 事業による影響が考えられるものについては

現地でのデータ採取等を行う。

動物、植物に係る調査においては、重要な生物種及び群落、重要な個体について、その分

布位置、生息・生育状況、重要さの内容・程度、生息・生育環境の状況等を調査する。

各種の調査の視点（調査の対象とする種の生活史、ネットワーク、構造物との関係、種間

関係、地域の水管理・営農形態）を踏まえて調査を実施することが重要である。

【解説】

１．調査方針に基づき、想定される保全対象種を中心に、生息・生育状況や重要な環境要

素に重点をおいて所要の調査を実施する。

主な調査手法は、別添参考資料 ～ 「主な現地調査手法の概要」に一覧で掲げてp7 17

いる。また、調査の留意事項は、同 ～ 「生物種による調査の留意事項」に掲げp18 20

ている。

① 環境の基盤的要素

環境の基盤的要素として水質、大気質、土壌等がある。これらのうち、事業による

影響が考えられるものについて、現地におけるデータ収集等を行う。

② 動物

対象とする種や地域の環境条件等に応じて、適切な調査手法により現地調査を実施

する。

必要となる調査水準を確保するため、対象とする種の生活史を踏まえた調査計画と

することが重要であり、環境に関する専門家の指導・助言を得ることが必要である。

また、本格的な現地調査に先立ち、有識者等からの保全対象種を中心とした詳細な

聞き取り調査を行うことも有効な情報収集方法となる。

③ 植物

既存の文献等を活用し、予め植生予察図を作成し、現地調査を効果的に行う。

調査地域内に分布する代表的な植物群落を網羅するよう調査地点を決定し、調査地

点の位置を地形図上に記録する。

調査項目は 「階層区分（高木層、亜高木層、低木層、草本層 「種のリスト 、、 ）」、 」

「被度（優先度 ・群落の記録」を基本とし、群落の特徴が把握できるような代表的）

な地点で現地写真を撮影する。

調査地域内に重要な植物種及び植物群落が報告されている場合には、予め生育状況

や分布を確認した上で、現地調査を行う。また、重要な植物種及び植物群落が現地で

確認された場合には、写真撮影を行い、生育状況、生育地点等を記録する。

なお、自然公園特別地域内では指定植物の採取には許可が必要であり、特別保護区

・第 種保護地域では採取できないことに注意する。1
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３．４．２ 調査実施上の留意事項

現地調査では、地域の生態系を構成している生物の相互関係やそれぞれの生物の

生活史に応じて必要となる環境要素を意識するとともに、地域の営農方式や水管理

方法等、生態系の前提条件として強く影響している条件についても的確に把握する

ことが重要となる。

【 】解説

１．生物の生態・生活史

現地調査を行う際は、各生物の生活史（動物の場合、発生から成長、生殖、移動、死

亡に至る）を踏まえ、それに応じた生息場所での状況を確認するなど、生活史に関連づ

けた調査が必要である。

例えば、カエル類は、卵→幼体→成体→繁殖→越冬といった生活史を持っており、一定の

環境だけで生活史を完結するのではなく、複数の異質な環境を必要とする。この場合、どの環

境が欠けても生息が困難となるため、異なる環境間に安全な移動経路を確保することや、移動

障害を除去することが重要となる。

（例）

出典： 平成１２年度農業農村整備推進生態系保全対策調査報告書」「

農林水産省農村振興局計画部資源課

10～11月に
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２．ネットワーク

農村地域に生息している生物種の多くは、生活史を通じて異なった環境を必要とし、移動し

ながら生活している。このため、生物の生息状況の調査にあわせて、水域や緑のネットワーク

の状況についても調査し、異なる環境間の移動経路も考慮するなどして、スポット的な調査に

ならないよう配慮する。

（例）

「メダカのくらし」草野慎二

「川の生物図典 （財）ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ整備ｾﾝﾀｰ をもとに作成」

３．種間関係の把握

生物はその種単独で一生を全うしているわけではなく、生態系というシステムの中で

食物連鎖（食う食われるのつながり）や、他の種との競合・寄生・共生といった関係を

保って生存しているため、このような関係を把握しておくことが重要である。

、 、 （ ） 、例えば 食物連鎖の中で 餌となる生物の生息できる環境に変化 劣化 が生じると

その生物を捕食する生物の生息にも影響を及ぼす。

これらのことから、希少種となっているある特定種を目標とした調査を実施する場合

でも、その種に限定せず、その生息・生育環境に関連する他の生物についても併せて調

査する必要がある。例えば、ミヤコタナゴの生息する可能性のある水域においては、他

のタナゴ類や産卵に必要な二枚貝の生息状況をはじめ、水域に生育する植物等周辺の生

物の調査を実施する必要がある。

田で成長し、稲刈

り前の落水までに

水路へ移動する
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（例）＜タナゴ類－二枚貝－ハゼ科魚類の共生関係＞

タナゴは二枚貝の中に産卵し

保護してもらい、二枚貝は幼生

をハゼ類に寄生させて養分摂取

と移動分散を行う。また、ハゼ

類は二枚貝から浮出するタナゴ

の仔魚を捕食する。

出典： 用水路の淡水二枚貝群集」近藤「

高貴（ 水辺環境の保全」江崎康男・田「

中哲夫編 に掲載）

４．地域の水管理と生物の関係

一般的に、農業用用排水路は人為的な水管理により水が流されるため、流速、流量と

もに天候などに大きく左右される河川と異なり、かんがい期間中は安定した水量が流れ

るため、環境としては比較的安定している。一方、非かんがい期には大幅に水量が減る

ものが多い。このような特質が、農村地域の生態系を特徴的なものにしていることを踏

まえて調査を実施することが重要である。地区によっては冬水の確保などにより上記の

状況が異なる場合もあり、各地区の水管理の実態を踏まえることが重要である。また、

水量のみならず、水質の視点についても留意した上で調査を行う必要がある。

［農業用用排水路の水管理（事例 ］）

水量等は時期を問わず安定している 生物にとっては安定した環境を形成→

・かんがい期

安定した水量が流れており、かつ河川と比べて緩やかな流れになっていることが多い

→ 速い流れを好まない魚が棲みやすい

（例）メダカ････流れがほとんどないところ。ウグイ････速めの流れでも生息可能。

・非かんがい期

水路が乾燥してくる

→ 少量の水あるいは土の中にもぐることができるドジョウが棲む。メダカなどの

魚は水が溜まっている部分に棲むことができる場合もある。
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○河川との比較（事例）

項 目 農業用用排水路 河 川

水量の安定度 安定 天候によって異なる

通水時期 かんがい期のみ通水 通年で通水

比較的多く生息す 遅い流れを好む魚 速い流れに耐えうる魚
る魚の特徴 川にしかない餌を求める魚

（例） メダカ、ウグイなど イワナ、アユ、ウグイなど

５．地域の営農との関係

営農の各段階・状況によって、生息する生物が異なることに留意して調査を実施する必要が

ある。農村地域には農作業等農事暦と密接に結びついて生活している生物が多いため、

このような農事暦（近年変化が見られる場合は特に）と関連づけた調査も必要となる場

合がある。

また、農村地域の自然は、定期的な農耕活動等による撹乱が行われることによって、

原生自然への遷移の途中段階を保つという特徴を持っている。これは、健全な農業生産

活動とこれに関連する農業用用排水路やため池などの農業用施設の維持管理などが継続

的かつ適切に実施されることによって守られるものであり、耕作放棄された農地や適切

な管理が行われなくなった水路やため池などでは徐々に植生遷移が進み、本来の農村の

自然環境とは異なるものになっていくことに留意する必要がある。

６．構造物との関係

生物の産卵、採餌、休息・隠れ家、蛹化、移動といった生活史を考慮し、調査を行う際には

水路の装甲、底質、護岸の植生や、生物の移動に影響を及ぼす横断構造物等の状況についても

調査し、調査報告に反映させる。

７．過去の生物生息・生育状況

事業の実施による自然生態系への悪影響の回避だけでなく、事業の中で積極的に生態

系の質の向上や回復を図ろうとする場合には、地域で生息・生育可能な生物相のポテン

シャルを見極める材料の一つとして、過去の生物相や土地利用等の情報を集めることも

重要となる。過去の情報の収集は、古い年代に発行された地形図や航空写真、文献及び

有識者や地域の高齢者等からの聞き取りにより行う。

８．地域環境と地域の歴史、伝統文化等との関わりの把握

環境配慮対策についての地域合意形成のためには、環境を農業や地域の生活に関わる

身近なものとして改めて見直してもらうことも重要である。このため、単に生物種の生

、 、息・生育状況や生息・生育環境に関わる情報だけでなく 歴史や地域の生活との関わり

農業活動にまつわる伝統文化との関わり等についても把握し、地元関係者にフィードバ

ックすることは有意義である。また、自治会活動や地域の環境や伝統文化等の保全団体

の活動、小中学校での社会・環境教育活動等と連携して、地域環境について考える素地

を広げる工夫も大切である。
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３．４．３ 調査報告書の取りまとめ

概査、精査を通じて把握した主要な動植物の生息・生育状況、生息・生育環境、

水域や緑のネットワークの状況について整理するとともに、環境に関する専門家の

、 、指導・助言並びに地域住民の意向を踏まえて 事業により想定される環境への影響

影響を軽減するための環境配慮対策の基本方針、事業計画策定に向けた留意点等に

ついて、調査報告書として取りまとめる。

調査報告書の取りまとめに際しては、必要に応じ環境に係る情報協議会と意見交

換を行う。

地区が広範囲の場合、動植物の生息・生育状況や環境状況を図示したビオトープ

マップを作成することにより、概況の把握が容易になる。

【解説】

１．調査報告書の取りまとめは、調査による客観的なデータと科学的な知見を踏まえた検

討を行うとともに、地域住民の意識や将来への意向等を勘案して総合的に検討し、環境

に係る情報協議会の意見を聴くことにより客観性・透明性の高い手続きを踏みながら行

うことが重要である。

＜調査報告書の取りまとめ項目の例＞

項 目 取りまとめの内容

１．基礎的環 地域の自然環境の成り立ちに関わる地形、地理、気候、水利条件、景

境条件 観、歴史的背景、地域営農の特色等の基礎的な条件を記載。

２．生物の生 ①全般的な情報のほか、②かつて地域に身近に存在した種や地域の生

息状況 態系を特徴づけている典型種等の注目すべき種（保全対象種）の生息

・生育状況、③保全対象種の選定理由を記載。

３．生息・生 ①保全対象種の生活史に必要となるそれぞれの生息・生育環境の条件

育環境の状況 と現状での分布状況、②各生息・生育環境の水域、緑のネットワーク

の状況、③生息・生育環境としての障害の状況、④景観や親水性等を

記載。

※上記２．３．についてはビオトープマップとして取りまとめること

も有効。

４．整備によ 農業用用排水路等の改変によって想定される地域環境への影響につい

る環境への影 て、①改変による長期的影響、②工事期間中に想定される影響、③整

響の懸念 備後の施設の維持管理や営農方法の変更による影響等について整理す

る。また、特に、保全対象種について、想定される影響の因果関係を

記載。

、 、５．住民の意 保全対象種への意識 環境配慮対策への取り組みに対する意向を農家

向 一般住民、地域のＮＧＯ、行政等のそれぞれの立場で取りまとめると

ともに、合意形成のポイントについて整理する。
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６．環境との ①自然生態系保全のための基本的なゾーニングの考え方、②保全対象

調和に配慮し 種等の保全のために必要となる生活史に応じた地点毎の環境形成やネ

た措置の考え ットワーク確保のための方策について、将来の維持管理や費用負担の

方 方法、景観・親水性の面も踏まえつつ記載。

７．想定され 上記の考え方を実践するための方法として地点レベルで想定される対

る対策案 策案について記載。

８．事業計画 将来の維持管理方法、工事実施方法、施工関係者への環境との調和に

策定に向けて 配慮する方法の周知等を記載

の留意事項

９．その他 その他必要な事項を記載。

２．調査結果を視覚的に捉えることができるように、リストアップした動植物種や植物群

落の確認位置と生活史等の特性から重要と考えられる環境要素（動物の移動を助けてい

る（あるいは妨げている）植物群落や構造物、繁殖・産卵、蛹化・羽化、採餌、隠れ場

所等に重要な環境・場所、水質・水量、水路等の護岸・底質・瀬淵の状況等）を地図上

に落とした「ビオトープマップ」を作成するのも一つの方法である。一つの地図に全て

の情報を落としたのでは見にくく使い勝手も悪い場合には、地域レベル～地点レベルの

複数の縮尺の地図上に、各々の縮尺のレベルで検討すべき情報に分けて記載する。

この場合、地理情報システム（ＧＩＳ）を導入し、調査結果やこれまでに知見を地理

情報として蓄積することにより、環境に係るデータベースとして整備され、情報を必要

とする者のアクセスが可能となるとともに、後述するように計画段階から設計段階への

引継が容易となることが期待される。

３．調査報告書は、具体的な事業計画の策定や施設設計、施工並びに事業完了後の維持管

理や環境配慮に関わる各種の地域活動計画の基本となるものであるため、地域合意に基

づき取りまとめることが重要である。




